
 

 

 

 

 

 

 

指定短期入所生活介護 

〔指定介護予防短期入所生活介護〕 

重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 和風会 

特別養護老人ホーム パルハウスくさべ 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 指定短期入所生活介護サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 和風会 

代 表 者 氏 名 理事長 池尾 昌子 

法人所在地 

（連絡先及び電話番号等） 

堺市西区草部６２１番１ 

電話番号   ０７２－２７５－０５１０ 

ＦＡＸ番号  ０７２－２７５－０５２０ 

法人設立年月日 平成２１年１月２１日 

 

２ 利用者に対してのサービス提供を実施する事業所について 

（１） 事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 特別養護老人ホーム パルハウスくさべ 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
２７７６３００５６４（平成２１年８月１日指定） 

事 業 所 所 在 地 堺市西区草部１４１７番 

連 絡 先 

相 談 担 当 者 名 

電話    ０７２－２７５－０１１１ 

ＦＡＸ   ０７２－２７５－００７５ 

管理部長  手島 富恵 

通 常 の 送 迎 

の 実 施 地 域 

堺市西区・中区全域、堺区・南区の一部、高石市の一部、和泉市

の一部区域とする。（別紙１のとおりです。） 

利 用 定 員 １０名 

第 三 者 評 価 なし 

 

（２） 事業の目的および運営の方針 

事 業 の 目 的 

事業所の管理者、医師、生活相談員、看護職員、介護職員、栄養士、

機能訓練指導員、調理員その他の従業者が、要介護状態〔要支援状態］

の利用者に対し、適切な指定短期入所生活介護〔指定介護予防短期入

所生活介護〕を提供します。 

運 営 の 方 針 

要介護状態の利用者に、認知症の状況等利用者の心身の状況を踏まえ

て、利用者の人格に十分配慮し、利用者の家庭環境等を十分に踏まえ

て、自立している機能の低下が起きないようにするとともに残存機能

の維持向上が図られるよう、適切な技術をもってサービスの提供を行

います。 

 

（３） サービス提供時間、利用定員 

サービス提供時間 年中無休・２４時間体制 

 

（４） 管理者 

管理者 総合施設長 池尾 昌子 

 

 

 

 



（５） 事業所の職員体制 

職 職 務 内 容 
基準 

人員数 

実配置 

人員数 

管理者 
従業者の管理および利用申込にかかる調整、業務の実施

状況の把握、その他の管理を一元的に行います。 
常勤 １名 

常勤 １名 

（兼務） 

医 師 利用者の健康管理や療養上の指導を行います。 １名以上 
非常勤 

３名 

生活相談員 

１ 利用者が、その有する能力に応じた自立した日常生

活を営むことができるよう、生活指導および入浴、排

せつ、食事等の介護に関する相談及び援助などを行い

ます。 

２ それぞれの利用者について、短期入所生活介護計画

に従ったサービスの実施状況および目標の達成状況

の記録を行います。 

常勤 

１名以上 

常勤  

１名 

（兼務） 

看護職員 
利用者の健康管理や静養のための必要な措置を行いま

す。 

常勤換算 

３名以上 

常勤換算 

３名 

介護職員 

短期入所生活介護計画に基づき、生活面での積極性を向

上させる観点から、利用者の心身に応じた日常生活上の

世話を適切に行います。  

（介護職員＋看護職員） 

 

常勤換算 

２０名以上 

（介護職員＋看護職員） 

 

常勤換算 

２０名以上 

機能訓練 

指導員 

短期入所生活介護計画に基づき、利用者が可能な限りそ

の居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるよう、機能訓練を行います。  

１名以上 
常勤 １名 

（兼務） 

管理栄養士 適切な栄養管理を行います。  １名以上 常勤 １名 

事務職員 
介護給付費等の請求事務および通信連絡事務等を行い

ます。  
２名以上 常勤 ２名 

＊ 本体施設は介護老人福祉施設の空床型・併設型です。 

３ 提供するサービスの内容および費用について 

（１） 提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

短期入所生活介護計画

の作成 

１ 利用者にかかる居宅介護支援事業者が作成した居宅サービ

ス計画（ケアプラン）に基づき、利用者の意向や心身の状況等

のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサービス

内容を定めた短期入所生活介護計画（以下「計画」といいます。）

を作成します。 

２ 計画の作成にあたっては、その内容について利用者またはそ

の家族に対して説明し、利用者の同意を得ます。 

３ 計画の内容について、利用者の同意を得たときは、計画書を

利用者に交付します。 

４ それぞれの利用者について計画にしたがったサービスの実

施状況および目標の達成状況の記録を行います。  

利用者居宅への送迎 

事業者が保有する自動車により、利用者の居宅と事業所までの間

の送迎を行います。ただし、道路が狭いなどの事情により、自動

車による送迎が困難な場合は、車いすまたは歩行介助により送迎

を行うことがあります。 



食  事 

利用者ごとの栄養状態を定期的に把握し、個々の利用者の栄養状

態に応じた栄養管理を行い、摂食・嚥下機能その他の利用者の身

体状況に配慮した適切な食事を提供します。 

日常生活

上の世話 

食事の提供

および介助 

食事の提供および介助が必要な利用者に対して、介助を行います。 

また、嚥下困難者のためのきざみ食、流動食等の提供を行います。 

入浴の提供

および介助 

１週間に２回以上、事前に健康管理を行い、適切な方法で入浴の

提供または清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。 

排せつ介助 
介助が必要な利用者に対して、自立支援を踏まえ、トイレ誘導や

排泄の介助、おむつ交換を行います。 

更衣介助等 
介助が必要な利用者に対して、1日の生活の流れに沿って、離床、

着替え、整容、その他日常生活の介助を適切に行います。 

移動･移乗

介助 

介助が必要な利用者に対して、室内の移動、車いすへ移乗の介助

を行います。 

服薬介助 
介助が必要な利用者に対して、配剤された薬の確認、服薬のお手

伝い、服薬の確認を行います。 

機能 

訓練 

日常生活動

作を通じた

訓練 

日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を

行います。 

レクリエー

ションを通

じた訓練 

利用者の能力に応じて、集団的に行うレクリエーションや歌唱、

体操などを通じた訓練を行います。 

その他 
創作活動な

ど 

利用者の選択に基づき、趣味･趣向に応じた創作活動等の場を提

供します。 

特別な 

サービス 

若年性認知

症利用者受

入 

若年性認知症（40歳から 64歳まで）の利用者を対象に、その利

用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行います。 

 

（２） 事業者の禁止行為 

事業者はサービスの提供に当たって、次の行為は行いません。 

① 医療行為（ただし、看護職員、機能訓練指導員が行う診療の補助行為を除く。） 

② 利用者または家族からの金銭、物品、飲食の授受 

③ 「身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者または第三者等の生命や

身体を保護るため緊急やむを得ない場合を除きます。） 

④ その他利用者またはその家族等に対して行なう宗教活動、政治活動、営利活動、

その他迷惑行為 

 

 

 

 

 

 

 



（３） 提供するサービスの利用料、利用者負担額（介護保険を適用する場合）について 

、短期入所生活介護の利用料  

 
介護保険 

１日あたりの 

利用料 

介護保険１日あたりの利用者負担額 

１割負担 ２割負担 ３割負担 

要支援１ ５，４７５円 ５４８円 １，０９５円 １，６４３円 

要支援２ ６，７９４円 ６８０円 １，３５９円 ２，０３９円 

要介護１ ７，３００円 ７３０円 １，４６０円 ２，１９０円 

要介護２ ８，１２３円 ８１３円 １，６２５円 ２，４３７円 

要介護３ ８，９９９円 ９００円 １，８００円 ２，７００円 

要介護４ ９，８４３円 ９８５円 １，９６９円 ２，９５３円 

要介護５ １０，６６６円 １，０６７円 ２，１３４円 ３，２００円 

※ 個室･多床室とも上記金額になります。 

※ 利用者負担額は、上記のとおり、基本利用料の１割相当額ですが、２割負担、３割負担と 

なる方がいらっしゃいます。(「介護保険負担割合証」を確認してください。) 

※ 上記金額には、サービス提供体制加算(Ⅲ)、介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)が含まれてい 

ます。 

※ 上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合

は、これら基本利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用

料を書面でお知らせします。 

※ 上記本文にも記載のとおり、介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場

合は、超えた額の全額をご負担いただくこととなりますのでご留意ください。 

 

【加算】 

加 算 利用料 
利用者負担額 

算 定 回 数 等 
1 割負担 2 割負担 3 割負担 

送 迎 加 算 ２，２０４円 ２２１円 ４４１円 ６６２円 片道の料金です。 

若年性認知症受入加 算 １，４３４円 １４４円 ２８７円 ４３１円 
若年性認知症利用者へサービス提供 

した場合（サービス提供日数分） 

※ サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、 

市町村長に届け出た短期入所生活介護事業所が、利用者に対し、短期入所生活介護を行っ 

た場合に算定します。 

※ 介護職員等処遇改善加算は、介護職員の処遇を改善するために賃金改善や資質の向上等 

の取り組みを行う事業所に認められる加算です。これらの加算は区分支給限度基準額の対 

象外となります。 

 

 

 

 

 

 



（４） その他の費用について 

送迎費 

利用者の居宅が、通常の送迎の実施地域以外の場合、運営規程の定めに基

づき、送迎に要する費用を請求いたします。 

通常の送迎の実施地域を超えて５㎞未満の場合       ５００円 

通常の送迎の実施地域を超えて１０㎞以上１５㎞未満の場合 ７００円 

通常の送迎の実施地域を超えて１５㎞以上の場合２㎞毎に   ２００円 

キャンセル料 

サービスの利用をキャンセルされる場合、キャンセルの連絡を頂いた時間

に応じて、下記によりキャンセル料を請求させて頂きます。 

利用予定の前日１７時までにご連絡を

頂いた場合 
キャンセル料は不要です。 

利用予定の前日１７時以降にご連絡を

頂いた場合 

利用者負担金の１０％を請求

いたします。 

※ ただし、利用者の病状の急変や急な入院等の場合には、キャンセル料 

は請求いたしません。 

滞 在 費 従来型個室 １，２３１円／日、 多床室 ９１５円／日 

理 美 容 代 実費 

食   費 

1日につき１，６０５円 

（ただし、朝食３５０円、昼食６００円、夕食６５５円とし、１食単位で 

費用の支払いを受けるものとします。） 

また、利用者の希望により特別な食事を提供した場合は、費用の実費を頂

きます。（１食当り 食材料費および調理コスト）運営規程の定めに基づ

くもの。特別な食事には消費税がかかります。 

そ  の  他 

日常生活において通常必要となる経費であって、利用者の負担が適当と認

められるもの（利用者の希望により提供する日常生活上必要な身の回り品

など）について、費用の実費を頂きます。 

※ 消費税対象施設ではありませんが、別途消費税がかかる場合があります。（（３）を除く） 

※ 食費・滞在費について 

介護保険負担限度額認定証または介護保険特定負担限度額認定証の交付を受けた者に 

あっては、当該認定証に記載されている負担限度額又は特定負担限度額とします。なお、 

滞在費について指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準により、従来 

型個室の利用者が多床室にかかる当該費用の額の算定する者にあっては多床室の費用の 

額をお支払いして頂きます。 

※ 介護保険からの給付額に変更があった場合は、変更額にあわせて、ご契約者のご負担額 

を変更させて頂きます。 

※ 施設は、上記に定める利用料について、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由が 

ある場合、利用者に対し変更を行う１か月前までに説明を行い、当該利用料を相当額に変 

更させて頂きます。 

 

 

 

 

 

 



４ 利用者負担額（介護保険を適用する場合）、その他の費用の請求および支払い方法について 

利用者負担額（介護保険を

適用する場合）、その他の

費用の請求方法等 

１ 利用者負担額（介護保険を適用する場合）およびその他

の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月ごとの合

計金額により請求いたします。 

２ 上記にかかる請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月

中旬までに郵送または手渡しでお届けします。  

利用者負担額（介護保険を

適用する場合）、その他の

費用の支払い方法等 

１ サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の利

用者控えと内容を照合のうえ、請求月の月末までに、下記

のいずれかの方法によりお支払い下さい。 

(ア)利用者指定口座からの引落し 

(イ)現金支払い 

２ お支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によら

ず、領収書をお渡ししますので、必ず保管されますようお

願いします。（医療費控除の還付請求の際に必要となるこ

とがあります。） 

※ 利用者負担額（介護保険を適用する場合）およびその他の費用の支払いについて、正当
な理由がないにもかかわらず、支払い期日から３か月以上遅延し、さらに支払いの督促か
ら１４日以内に支払いがない場合には、サービス提供の契約を解除したうえで、未払い分
をお支払いいただくことがあります。 

 

５ 心身の状況の把握 

短期入所生活介護の提供にあたっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者

会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービスま

たは福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものとします。 

 

６ サービスの提供にあたって 

（１）サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させて頂きます。被保険者の住

所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（２）利用者が要介護認定を受けていない場合及び居宅介護支援が利用者に対して行われ

ていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援

助を行います。また、必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも

利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30日前にはなされるよう、必要

な援助を行います。 

（３）利用者にかかる居宅介護支援事業者が作成する「居宅サービス計画（ケアプラン）」

に基づき、利用者またはその家族の意向を踏まえて、｢短期入所生活介護計画｣を作成

します。なお、作成した「短期入所生活介護計画」は、利用者またはその家族に対して

その内容を説明いたしますので、ご確認いただくようお願いします。 

（４）サービス提供は「短期入所生活介護計画｣に基づいて行います。なお、「短期入所生活

介護計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更す

ることができます。 

（５）短期入所生活介護従業者に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、す

べて当事業者が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に

充分な配慮を行います。 

 



７ 契約者からの中途解約 

 契約者は、本契約の有効期間中、いつでも本契約を解約することができます。この場合

には、７日以上の予告期間を持って届け出るものとし、予告期間満了日に本契約は解除さ

れます。 

２ 契約者は、以下の事項に該当する場合には、本契約を即時に解約することができま

す。 

（１）第９条第３項により本契約を解約する場合 

（２）契約者が、入院した場合 

（３）契約者にかかる居宅サービス計画（ケアプラン）が変更された場合 

 

８ 契約者からの契約解除 

 契約者は、事業者が以下の事項に該当する行為を行った場合には、本契約を解除するこ

とができます。 

（１）事業者が、正当な理由なく本契約に定めるサービスを実施しない場合 

（２）事業者が、第 12条に定める守秘義務に違反した場合 

（３）事業者が、故意または過失により契約者の身体・財物・信用等を傷つけ、または著 

しい不信行為、その他本契約を継続し難い重大な事情が認められる場合 

（４）他の利用者が契約者の身体、財物、信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れが 

ある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

９ 事業者からの契約解除 

 事業者は、契約者または身元引受人が以下の事項に該当する場合には、本契約を解除す 

ることができます。 

（１）契約者または身元引受人が、契約締結時にその心身の状況および病歴等の重要事項

について、故意にこれを告げず、または不実の告示を行い、その結果本契約を継続し

難い重大な事情を生じさせた場合 

（２）契約者または身元引受人による、第８条第１項から第３項に定めるサービス利用料

金の支払いが１か月以上遅延し、相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払わ

れない場合 

（３）契約者または身元引請人が、故意または重大な過失により事業者またはサービス従

事者もしくは他の利用者等の生命、身体、財物、信用等を傷つけ、または著しい不信行

為を行ったことなどによって、本契約を継続し難い重大な事情を生じさせた場合 

（４）サービスの実施に際し、契約者または身元引受人（連帯保証人や家族等を含む）によ

る職員への暴言・暴力・性的いやがらせなどのハラスメントが生じた場合 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 緊急時の対応方法について 

（１）サービス提供中に、入居者に体調および発病などの急変が生じた場合、その他異常 

がある場合には、速やかに協力医療機関または入居者の主治医（以下「協力医療機関 

など」という。）への連絡を行うなどの必要な措置を講じます。 

（２） 協力医療機関などへの連絡が困難な場合には、他の医療機関への連絡を行うなど 

の必要な措置を講じるものとします。 

（３） 施設サービスの提供により事故が発生した場合には、市町村、当該利用者の家族、 

当該利用者にかかる居宅介護支援事業者などに連絡するとともに、必要な措置を講 

じるものとします。 

（４）利用者に対する施設サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損 

害賠償を速やかに行うものとします。 

 

また、施設は、入院治療を必要とする利用者のために、あらかじめ協力病院および協 

力歯科医院を定めています。 

 

協力病院 

医療機関名   阪和第二泉北病院（内科、外科、整形外科他） 

 

所 在 地   堺市中区深井北町３１７６ 

 

電 話 番 号   ０７２－２７７－１４０１ 

協力歯科医院 

医療機関名   佐野歯科医院 

 

所 在 地   高石市取石５－８－４５ 

 

電 話 番 号   ０７２－２７１－３５３４ 

主 治 医 

医療機関名    

 

所 在 地    

 

電 話 番 号 

家族等連絡先 

氏名および続き柄 

 

住   所 

 

電 話 番 号 

家族等連絡先 

氏名および続き柄 

 

住   所 

 

電 話 番 号 

 

 

 

 

 

 



11  防災・非常災害対策について 

（１）事業所に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り

組みを行います。 

防災・非常災害対策に関する担当者（防火管理者） 管理部長 手島 富恵 

（２）非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報および連携体

制を整備し、それらを定期的に従業員に周知します。 

（３）防火訓練のため、消防署立会いの消防訓練を年２回以上行い、定期的に避難、救出そ

の他必要な訓練を行います。 

 

12   サービス提供に関する相談、苦情について 

（１）提供したサービスにかかる利用者およびその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応

するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を採ります。 

（２）提供したサービスに関し、法第 23条の規定により市町村が行う質問もしくは照会に 

また市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導または助言を受けた場合 

は、当該指導または助言にしたがって必要な改善を行います。 

（３）提供したサービスに対する利用者等からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が 

行う調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会からの指導または助言を受け

た場合は、当該指導または助言にしたがって必要な改善を行います。 

 

苦情申立の窓口 

 

【法人の窓口】 

【事業者の窓口】 

苦情受付担当者 

管理部長   手島 富恵 

苦情解決責任者 

総合施設長  池尾 昌子 

所 在 地   堺市西区草部１４１７番 

電 話 番 号 ０７２－２７５－０１１１ 

ﾌｧｯｸ ｽ番 号 ０７２－２７５－００７５ 

受 付 時 間は、毎日 午前１０時～午後５時まで 

電話および面接にて対応します。  

【第三者委員】 
野口 勝次 ０７２－２７１－３９３２ 

坂口 幸徳 ０７２－２７３－６３２８ 

【公共機関の窓口】 

大阪府国民健康保険団体連合会 

運営適正化委員会 

所 在 地 大阪市中央区常盤１丁目３－８ 

電話番号 ０６－６９４９－５３２４７ 

受付時間 ９：００～１７：００（土日祝は休み） 

 

【各市の窓口】 

担 当 課 電 話 番 号 

堺市  （月曜日～金曜日、午前９時～午後５時３０分） 

介護保険課 ０７２－２２８－７５１３ 

介護事業者課 ０７２－２２８－７３４８ 



堺区役所地域福祉課 ０７２－２２８－７４７７ 

中区役所地域福祉課 ０７２－２７０－８１９５ 

東区役所地域福祉課 ０７２－２８７－８１１２ 

西区役所地域福祉課 ０７２－２７５－１９１２ 

南区役所地域福祉課 ０７２－２９０－１８１２ 

北区役所地域福祉課 ０７２－２５８－６７７１ 

美原区役所地域福祉課 ０７２－３６３－９３１６ 

和泉市  （月曜日～金曜日、午前９時～午後５時１５分） 

高齢介護室 ０７２５－４１－１５５１ 

高石市  （月曜日～金曜日、午前９時～午後５時３０分） 

高齢・障害福祉課 ０７２－２６５－１００１ 

泉大津市  （月曜日～金曜日、午前８時４５分～午後５時１５分） 

高齢介護課 ０７２５－３３－１１３１ 

 

13  秘密の保持と個人情報の保護について 

利用者またはその

家族に関する秘密

の保持について 

１ 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護にする法

律」（平成 15年法律第 57号）および厚生労働省が策定した「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイ

ドライン」を遵守し、適切な取り扱いに努めるものとします。 

２ 事業者および事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、

サービス提供をする上で知り得た利用者およびその家族の秘密を 

正当な理由なく、第三者に漏らしません。 

３ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した

後においても継続します。 

利用者またはその

家族に関する秘密

の保持について 

４ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘

密を保持させるため、従業者である期間および従業者でなくなった

後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約

の内容とします。  

個人情報の保護 

について 

１ 事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サー

ビス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、

利用者の家族の個人情報についても、あらかじめ文書で同意を得な

い限り、サービス担当者会議等でその家族の個人情報を用いませ

ん。 

２ 事業者は、利用者またはその家族に関する個人情報が含まれる記

録物（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良

な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩

を防止するものとします。 

３ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内

容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除

を求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要

な範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料など

が必要な場合は利用者の負担となります。)  

 



14  虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措

置を講じます。 

（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理部長 手島 富恵 

（２）成年後見制度の利用を支援します。 

（３）苦情解決体制を整備しています。 

（４）従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

（５）サービス提供中に、当該事業所授業者または養護者（現に養護している家族・親族・

同居人等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これ

を市町村に通知します。 

 

15 身体拘束等について 

  サービスの提供にあたっては、当該利用者（ご契約者）または他の入所者等の生命また

は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者（ご契約者）

の行動を制限する行為を行いません。また、緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、

次の手続きにより行います。 

（１） 身体拘束委員会を設置する。 

（２） 身体拘束に関する説明書・経過観察記録」に身体拘束にかかる対応および時間、 

その際の利用者の心身の状況ならびに緊急やむを得なかった理由を記録する。 

（３） 利用者(ご契約者）または家族に説明し、その他の方法がなかったか改善方法を検 

討する。 

 

16 衛生管理等 

（１）衛生管理について 

利用者の使用する施設、食器その他の設備または飲用に供する水について、衛生的

な管理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

 

 

（２）感染症対策マニュアル 

ノロウイルス・インフルエンザ等の感染症予防マニュアルを整備し、従業者に周知

徹底しています。また、従業者への衛生管理に関する研修を年１回行っています。 

（３）他関係機関との連携について 

事業所において食中毒および感染症が発生しまたは蔓延しないように必要な措置を

講じます。また、食中毒および感染症の発生を防止するための措置等について、必要

に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

 

17 事故発生時の対応方法について 

利用者に対する指定短期入所生活介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、利

用者の家族、利用者にかかる居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を

講じます。また、利用者に対する指定短期入所生活介護の提供により賠償すべき事故が発



生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保険会社名 三井住友海上火災保険株式会社 

 

18 事業所ご利用の留意事項 

当事業所のご利用にあたって、事業所に入所されている利用者の共同生活の場としての

快適性、安全性を確保するため、下記の事項をお守りください。 

送  迎 

予約受付時に概ねの送迎時間を連絡します。 

１ 送迎時の寄り道等は、お断りします。また、サービス提供時の延長・

短縮については、送迎時間等の関係上、ご希望の意に沿えないことが

あります。 

２ 家族様等により送迎される場合は、当施設の営業時間内 

（概ね午前９：００～午後６：００頃）にてお願いします。 

体調確認 当施設に到着後、健康チェックを行います。 

体調不良等に

よるサービス

の中止・変更 

健康チェックの結果、体調が悪い場合やご利用中に体調が悪くなった場

合には、サービスの利用を中止、または変更する場合があります。 

面 会 面会時間は午前１０時～午後６時までです。 

外 出 外出をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

施設・設備の 

使用上の注意 

１ 居室および共用施設等は、その本来の用途に従ってご利用下さい。 

２ 故意にまたは僅かな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設

設備を壊したり、汚したりした場合には、ご契約者の自己負担により

原状に復していただくか、または相当の代価をお支払いして頂く場合

があります。 

３ ご契約者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要が

あると認められた場合には、ご契約者の居室内に立ち入り、必要な措

置をとることができるものとします。ただし、その場合、ご本人のプ

ライバシー等の保護について、十分な配慮を行います。 

迷惑行為 

雑音、口論、暴力、喧嘩等他の利用者の迷惑になる行為はしないでくだ

さい。また、むやみに他の利用者の居室等に立ち入らないようにして下

さい。 

金銭及び 

貴重品の管理 
現金や貴重品は持ちこまないでください。 

その他の管理 

眼鏡、補聴器、入れ歯および肌着等についても、原則としてご契約者の

責任において管理してください。紛失等の場合は、当事業所はその責任

を負いかねます。 

宗教活動・ 

政治運動 

事業所内で他の利用者や当事業所職員に対し、迷惑を及ぼすような宗教

活動、政治活動、営利活動を行うことはできません。 

持込制限 事業所内への動物の持ち込みおよび飼育はお断りしています。 

そ の 他 

１ ストーブ、コンロ等の使用はお断りしています。その他使用の可否

については、事業所にご相談下さい。 

２ 飲酒はできません。 

 

 



19 重要事項の掲示について 

事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他利用者のサービスの選択に 

資する重要事項を掲示します。 

 

20 居宅介護支援事業者等との連携 

（１）短期入所生活介護の提供にあたり、居宅介護支援事業者および保健医療サービスま

たは福祉サービスの提供者と密接な連携に努めます。 

（２）サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「短期入所生活介

護計画の写しを、利用者の同意を得たうえで居宅介護支援事業者に速やかに送付しま

す。 

（３）サービスの内容が変更された場合またはサービス提供契約が終了した場合は、その

内容を記した書面またはその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

21 サービス提供の記録 

（１）指定短期入所生活介護を提供した際には、提供した具体的なサービス内容等の諸記

録を整備し、その完結の日から２年間(サービス提供記録は提供の日から５年間)は保

存します。契約者もしくはその代理人の請求に応じて記録を閲覧させ、または複写物

を交付するものとします。ただし、複写については、事業者はその実費を請求できる

ものとします。 

（２）利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧および複写物の交付

を請求することができます。ただし、複写物の交付にかかる費用は実費を頂きます。 

 

22 重要事項の掲示について 

事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他サービスの選択に資する重

要事項を掲示します。 

 

23   職員の質の向上について 

職員の質的向上を図るための研修の機会を設けると共に、業務体制を整備します。 

（１） 採用時研修  採用後１か月以内 

（２） 継続研修   年１回以上 

 

24  業務継続計画の策定などについて 

（１） 施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所者に対するサービスの提供を 

   継続的に実施するための、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画 

（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講 

じるものとします。 

（２） 施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修お 

よび訓練を定期的に実施するものとします。 

（３） 施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変 

   更を行うものとします。 

 

 



24 重要事項説明の年月日 

この重要事項説明書の説明年月日 令和   年   月   日 

 

 

上記内容について、利用者に説明を行いました。 

事

業

者 

所 在 地 堺市西区草部６２１番１ 

法 人 名 社会福祉法人 和風会 

代 表 者 名 理事長 池尾 昌子               印 

事 業 所 名  パルハウスくさべ 

説 明 者 氏 名                          印 

 

 上記内容の説明を事業者から受け、内容について同意し、重要事項説明書の交付を受けま

した。 

利用者 

住 所  

氏 名 

 

                        

                        印 
 

（代筆者                    ） 
 

 

身元引受人 

住 所  

氏 名                         印 

 

連帯保証人 

住 所 
 

氏 名                         印 

 


